





事 業 報 告 書
第２期中期目標期間
（平成１８年度～平成２１年度上半期）
独 立 行 政 法 人





















































































































































「『 』 」 ，医療の分野を対象として 病院の言葉 を分かりやすくする提案 を行うために











活用して「漢字音訓一覧表 「漢字頻度表 ，問題語の表記に関する情報等を審議資料」 」
として提供し，要所で審議の進行に貢献しました。また，既に審議された「国語力」

























































































































































































⑥ 組 織 図
総 務 課






















区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
政府出資金 10,615 0 0 10,615
資本金合計 10,615 0 0 10,615
（４）役員の状況
役 職 氏 名 任 期 経 歴




















17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
経常経費 1,218 1,146 1,110 1,144 618
経常収益 1,218 1,151 1,116 1,154 685
当期総利益 0 5 5 10 67
資 産 10,697 10,504 10,384 10,233 10,129
負 債 293 299 361 390 312
利益剰余金 16 5 10 20 87
業務活動によるキャッシュ・ 16 58 106 68 10
フロー
投資活動によるキャッシュ・ -13 -20 -1 -2 -9
フロー
財務活動によるキャッシュ・ -6 -8 -8 -9 -5
フロー
資金期末残高 160 190 287 344 341





17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
調査研究事業 12 -2 0 0 1
日本語情報資料収集事業 -8 9 0 0 -1
研修事業 -4
国際研究協力事業 -3
法人共通 4 -2 5 9 67






17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
調査研究事業 39 8,559 8,392 8,229 8,149
日本語情報資料収集事業 22 1,097 1,068 1,044 1,029
研修事業 2
国際研究協力事業 1
法人共通 10,633 848 923 960 950








17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
業務費用 1,179 1,094 1,053 1,093 600
うち損益計算書上の費用 1,223 1,147 1,111 1,145 618
うち自己収入 -44 -52 -58 -53 -18
損益外減価償却累計額 188 188 188 188 94
損益外減損損失相当額 0 1 0 0 0
引当外賞与見積額 0 0 4 -4 6
引当外退職給付増加見積額 38 1 -50 -14 21
機会費用 186 170 129 133 63
(控除)法人税及び国庫納付金 0 0 0 0 0











17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由
収入
運営費交付金 1,174 1,174 1,095 1,095 1,129 1,129 1,111 1,111 510 510
受託収入 30 29 20 37 0 49 0 41 0 13
版権使用料・ 7 11 9 10 9 17 9 25 5 20
施設等使用料等
計 1,211 1,214 1,124 1,142 1,138 1,195 1,120 1,177 514 542
支出
資料収集･整理等事業経費 408 418 472 423 462 354 456 371 105 196
の増加
受託事業費 30 29 20 31 0 49 0 41 0 13
光熱水費等の増加一般管理費 168 189 59 112 57 101 56 103 22 78
退職手当の減少人件費 605 577 573 580 619 593 608 627 387 336
計 1,211 1,213 1,124 1,146 1,138 1,097 1,120 1,142 514 623
（４）経費削減及び効率化目標との関係








































































































































マとして取り上げられた。国外でもThe 6th Workshop on Asian Language Resources(2008
年1月 ハイデラバード) The 2nd International Symposium on Universal Communication(2，
008年12月 大阪)，The 22nd International Conference on the Computer Processing of O






































































































































「 」 『 』国立国語研究所 外来語 委員会編 分かりやすく伝える 外来語言い換え手引き







査研究― （平成19年3月）１冊を編集し発行した。第１部「 外来語』言い換え提案』 『





















































































日本語書き言葉均衡コーパス の活用を図り 平成20年度には その書籍データを基に 漢』 ， ， 「














































































































































































この方針のもとで，平成18年度は 『明鏡国語辞典 （大修館書店 『日本語文型辞典』， 』 ），













































。 ， ，「 」る試みを行った また 多様な評価のプロセスを抽象化し 評価プロセスモデル
の試案を提案した。






































































































成された「擬音語擬態語 「カラオケの作り方 「発声発話訓練例文集」などのほか，日本」 」
語教育基盤情報センターで開発した「基礎日本語活用辞典」などを公開した。また，⑦報
告書・刊行物のページは，研究所発行の日本語教育関係刊行物のホームページとなってお




果や報告書・刊行物には，研究論文（国内２件 ，口頭発表（海外２件，国内14件 ，研修） ）
会等15件，報告書６件 「教育基本語彙の基本的研究－増補改訂版－ （国立国語研究所報， 」
告127，明治書院 「日本語教育年鑑 2006～2008 （くろしお出版 「日本語教育論集 23） 」 ）
～25 （国立国語研究所日本語教育基盤情報センター）などがある。」
法人移管に伴い，日本語教育データベースの内容の充実が当初予定したようにはできな




























， ， （ ） （ ）計件数よりも１割増加させ また 研究発表会 年１回 と査読付論文誌 年２種
の刊行を行い，研究発表会については，参加者の80％以上から肯定的評価が得られ



































































年 度 テーマ 参加 アンケ 備 考
者数 ート
平成18年度 方言文法の全国分布と全国方言 154 92% シンポジウム発表４件
調査の将来像 ポスター発表７件
平成19年度 「生活日本語」の学習をめぐっ 150 97.8% 発表４件
て －文化・言語の違いを超え コメント・ディスカッ
るために－ ション
平成20年度 言語生活の研究法：方言と文字 75 71.4% 研究発表２件
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18年度 19年度 20年度 21年度 第２期 第１期 第1期に対す
合計 合計 る割合(％)
Ａ 29 25 35 19 109 161 67.1
Ｂ 11 29 30 8 82 69 113.0
Ｃ 58 76 78 27 239 303 78.9
Ｃ１ 9 24 28 12 73 30 243.3
Ｃ２ 47 52 50 15 149 237 62.9
Ｄ 27 25 20 8 80 132 60.6
Ｅ 111 135 136 49 464 480 89.8
Ｅ１ 86 100 97 27 323 300 103.3
Ｅ２ 25 35 39 22 141 180 67.2



















































































年 度 内 容
平成18年度 ・ 新「ことば」シリーズ20 「文字と社会 （Ａ５判112ページ，定価『 』 」
500円（税込み ，ぎょうせい））
・国立国語研究所「外来語」委員会編『分かりやすくする外来語言い
換え手引き （四六判276ページ，定価1,600円（税込み ，ぎょうせ』 ）
い）
・ 日本語ブックレット』2005（電子版）『
平成19年度 ・ 新「ことば」シリーズ21 「 私たちと敬語 （Ａ５判128ページ，『 』 」
定価500円(税込み)，ぎょうせい）
・ 日本語ブックレット』2006（電子版）『
平成20年度 ・ 新「ことば」シリーズ22 「辞書を知る （Ａ５判128ページ，定価『 』 」
500円(税込み)，ぎょうせい）
・国立国語研究所「病院の言葉」委員会編著『病院の言葉を分かりや


















年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

























年 度 テーマ 開催 参加 アンケー
地 人数 ト




平成 【第32回】映像作品から話しことばを考える 所内 75 96.8％
19年度 【第33回】映像作品から話しことばを考える 福岡 84
―国語・日本語教育の現場で―
平成 【第34回】敬語と方言 ―ふるさとのことば― 愛知 103 86.5％










見学者所属 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度
件 人 件 人 件 人 件 人
学 小中高等学校 3 10 6 32 2 12 1 1
見 生 大学・大学院 1 27 2 11
学 官公庁 3 31
依 企業等 3 53
頼 社 小中高等学校 2 30 1 23
へ 会 関係
の 人 大学・学会関係 3 38 1 1 531
対 等 生涯学習団体 1 20
応 2 28団体招へい外国人
学生・社会人等合計 189 72 55 54






派遣先 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度
新聞社 16 17 17
出版社 9 3 2 1
単発 テレビ局 7 3 8
対応 ラジオ局 3 3 3
企業 1 2 4
国の機関 3
その他 5 1
連載 国の機関 1 1 2
対応 出版社 2
ラジオ局 1 1 1




② 創立60周年記念英文概要：An Introduction to the National Institute for Japanese







『新「ことば」シリーズ』では 「文字と社会 「敬語 「辞書」といった，世の中で関， 」 」
， 。 ，心の高い言葉の問題を取り上げ 専門家による的確で分かりやすい解説を加えた また


























， ， ，和文概要は 各プロジェクトの計画について 関連プロジェクトの実績・成果を踏まえ







































「 」 ， 「 『 』 」○ 活字・映像利用型： 国立国語研究所概要 の配布 普及書 新 ことば シリーズ
の配布・販売，広報紙「国語研の窓」の配布 「ことばビデオシリーズ」の配布・販売，






）， 。 ，0冊 病院関係者及び来院する方々に読んでもらうことを試みている 広報手段としては
， 。既刊号の内容を国語研究所のホームページで紹介し 広く国民に知ってもらうよう努めた
， ，『 』，『 』 。また 株式会社ぎょうせい作成のチラシ 国語研の窓 文化庁月報 により紹介した





































月刊雑誌の『日本語学 （明治書院 『月刊言語 （大修館書店 『月刊日本語 （ア』 ）， 』 ）， 』























































年 度 平成18年度 平成19年度 平成20年度








































































図 書 雑 誌 視聴覚
和図書 洋図書 計 和雑誌 洋雑誌 計 資料等
第１期末 87,184冊 16,659冊 103,843冊 4,082種類 441種類 4,523種類 2,459点




， ， ， ）， （ ，動向 総合雑誌記事の傾向 新聞記事に見る分野 話題の推移 文献目録 刊行図書






























































ターネットを活用した情報発信を行うものである 日本語教育ネットワーク システム 日。「 」 （「














































ウ．調査資料データ： 日本言語地図』地図画像 『日本言語地図』データベース，全国『 ，












































































立国語院の共催による国際シンポジウム 言語の公共性と言語教育 の実施 国「 」 （
立国語研究所からは田中牧郎が研究発表 （平成20年７月））
［北京日本学研究センター］









（ ） （ ）・延世大学校言語情報研究院 韓国 の大学院生の研修受け入れ 平成19年２月




















































"Dialectology - Digital and Interactive: The Digital Wenker Atlas - DiWA"
Joachim Herrgen （ドイツ・マルブルグ大学）
"Current Trends in British Geolinguistics Linking the Past with the Present"
Heinrich Ramisch（ドイツ・バンベルグ大学）











招待講演 "Dialectometry: Theoretical Prerequisites, Practical Problems, and
Concrete Applications (Mainly with Examples Drawn from the 'Atlas Linguis
tique de la France', 1902-1910)"
Hans Goebl（オーストリア・ザルツブルグ大学）
"From Dialect to Variation Space: The 'Regionalsprache.de' (REDE) Project"
Joachim Herrgen（ドイツ・マルブルグ大学）
"Analysing Linguistic Atlas Data: The (Socio-) Linguistic Context of H-dro
pping"
Heinrich Ramisch（ドイツ・バンベルグ大学）




















， ， 。・棲み分け 及び各プログラムの特長に留意しながら 参画・貢献の充実化・有効化を図る
（１）政策研究大学院大学連携大学院
政研大連携プログラムは，政研大の大学院政策研究科に属する１プログラムとして位置
付けられており 「日本語教育指導者養成プログラム （修士課程）と「日本言語文化研究， 」
プログラム （博士課程）によって構成されている。政研大及び国際交流基金日本語国際」
センター（浦和センター ，そして国立国語研究所の３機関が連携して，本大学院課程の）











語学,社会言語学, 対照言語学等 ，言語教育領域（日本語教育概論, 日本語教授法, 第）
二言語教育論, 日本語教育教材論等 ，社会・文化領域（現代日本の社会と教育, 比較文）





















































９月の研究会では 「日本語教育指導者養成プログラム（修士課程 （５期～， ）」
８期）と「日本言語文化研究プログラム（博士課程 」に在籍している外国人日）
本語教師の学生が，これまで取り組んだ各自の研究成果を発表した。










年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度
修士課程 10 8 6





































年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度
修士課程 9 12 8




























































































するとともに，これを防止するため 「研究活動の不正行為防止等に関する規程 「研， 」，
究活動に関する行動規範 「競争的資金等の取扱いに関する規程 「情報セキュリティ」， 」，







































評 定 平成18年度 平成19年度 平成20年度
項 目 数 １６ １６ １６
Ａ+ (特優) ２ ２ ４
Ａ (十分に履行) １４ １３ １２
Ｂ (ほぼ履行) ０ １ ０
Ｃ (不十分な履行) ０ ０ ０







平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度
支 出 額 167,825 111,596 100,655 103,128 77,956




， 。 ，電気等のエネルギーの使用実績については 毎年度効率化・節約に努め削減した また
廃棄物の排出量の削減を図った。
単位 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
426,504電 気 kw/h 846,936 888,931 881,688 828,024
2,581水 道 ｍ 4,330 4,464 3,946 3,887３
19,102ガ ス ｍ 67,619 57,147 54,540 45,536３



































平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度
件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額
4 28,248 8 31,918 17 70,002 16 39,798競争入札等
3 16,578 2 12,978 2 17,325 1 5,985企画競争・公募
7 44,826 10 44,896 19 87,327 17 45,783競争性のある契約 小計（ ）
62 151,221 33 122,984 13 42,016 5 9,164競争性のない随意契約
69 196,047 43 167,880 32 129,343 22 54,947合 計
③ 随意契約等の適正化
毎年度，より一層の随意契約の適正化・透明性の確保に努め，特殊な技術・ノウハウ





























平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度
515,287 502,291 486,695 493,586 221,229総人件費額










項 目 平成18年度 平成19年度 平成20年度
40.4歳 40.7歳 41.1歳
平 均 年 齢
39.1歳 40.6歳 40.1歳
47.3％ 48.2％ 49.1％
























項 目 平成18年度 平成19年度 平成20年度
44.2歳 44.5歳 44.8歳
平 均 年 齢
46.7歳 47.1歳 47.0歳
96.8％ 96.8％ 96.7％

























平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度
転 入 ２ ２ ３ ２
転 出 ３ ４ ２ ２
② 研究職員の異動実績
（人）
平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度
在 職 者 ４２ ４２ ４２ ３７
新規採用 １ １ １ ０※２
転出・退職等 ３ １ １ ５※１
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派 遣 先 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度
国公立大学 35 37 33 20
大学非常勤講師 私立大学 12 25 33 27
その他 3 7 1 1
国の機関等 10 14 9 6
地方公共団体 1 2
委員会等委員 大学等 3 3 2
民間団体 55 46 39
海外 2 2
その他 44 44 11
国の機関等 6 8 11 13
地方公共団体 4 8 8 6
講師派遣等 大学等 37 36 20 7
民間団体 5 3 18 11
海外機関 2 2 3 1
その他 3






研修等事項 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度
回 人数 回 人数 回 人数 回 人数
所内研修会<科研費 人事評価 4 187 4 217 1 31 1 40、 、
著作権関係>
所外研修会<人事院研修、著 11 12 13 15 12 14 4 6
作権関係等>












































区 分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
万円金 額 合 計 8,769万円 16,139万円 23,348万円 24,079万円 15,062
（内 訳）
科学研究費補助金※ 4,646万円 11,356万円 17,806万円 19,069万円 13,280万円
25件 31件 27件 41件 43件
－国等の委託費等 2,895万円 1,567万円 1,424万円 1,206万円
4件 2件 1件 1件
博報日本語海外研究者 － 2,164万円 3,518万円 2,904万円 1,325万円
招へいプログラム事業 1件 1件 1件 1件
版権及び著作権使用料 1,228万円 1,052万円 600万円 900万円 457万円













， 。ア 出版社から増刷を含め 調査研究の成果を内容とする市販本等の出版が行われた




































































































































































































































































































































































































































































































































































































と、同法第十八条の三第一項 及び第百六条の十六 中「第百六条の二 から第百六条の四 まで」とあ
るのは「独立行政法人通則法第五十四条の二第一項において準用する第百六条の二から第百六条の四











































































九 国家公務員の自己啓発等休業に関する法律 （平成十九年法律第四十五号）第五条第二項 及び
第七条 の規定
２ 職員に関する国家公務員法 の適用については、同法第二条第六項 中「政府」とあるのは「独立








































５ 職員に関する労働基準法 （昭和二十二年法律第四十九号）第十二条第三項第四号 及び第三十九
条第七項 の規定の適用については、同法第十二条第三項第四号 中「育児休業、介護休業等育児又は
家族介護を行う労働者の福祉に関する法律 （平成三年法律第七十六号）第二条第一号 」とあるのは




に関する法律第三条第一項 」と 「同条第二号 」とあるのは「育児休業、介護休業等育児又は家族、
介護を行う労働者の福祉に関する法律第二条第二号 」とする。
６ 職員に関する船員法 （昭和二十二年法律第百号）第七十四条第四項 の規定の適用については、
同項 中「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律 （平成三年法律
第七十六号）第二条第一号 」とあるのは「国家公務員の育児休業等に関する法律 （平成三年法律第






















































































































附 則 （平成一一年一一月二五日法律第一四一号） 抄
（施行期日等）
１ この法律は、公布の日から施行する。




附 則 （平成一四年二月八日法律第一号） 抄
（施行期日）
第一条 この法律は、公布の日から施行する。













附 則 （平成一六年一二月三日法律第一五四号） 抄
（施行期日）

















附 則 （平成一七年七月二六日法律第八七号） 抄
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１ この法律は、会社法の施行の日から施行する。


















附 則 （平成一七年一一月七日法律第一一三号） 抄
（施行期日）
、 （ 、 ）第一条 この法律は 公布の日の属する月の翌月の初日 公布の日が月の初日であるときは その日
から施行する。ただし、第二条、第三条、第五条及び第七条並びに附則第六条から第十五条まで及び
第十七条から第三十二条までの規定は、平成十八年四月一日から施行する。

















附 則 （平成一八年一一月一七日法律第一〇一号） 抄
（施行期日）
第一条 この法律は、平成十九年四月一日から施行する。
















る部分を除く ）及び同法本則に二条を加える改正規定（同法第百十二条に係る部分に限る 、第。 。）
三条中独立行政法人通則法第五十四条の次に一条を加える改正規定（国家公務員法第百九条及び第
百十二条の準用に係る部分に限る ）並びに附則第七条、第十条（附則第七条の準用に係る部分に。


























附 則 （平成二〇年一二月一二日法律第八九号） 抄
（施行期日）
第一条 この法律は、平成二十二年四月一日から施行する。
附 則 （平成二〇年一二月二六日法律第九四号） 抄
（施行期日）
第一条 この法律は、平成二十一年四月一日から施行する。


























































































































































附 則 （平成一二年五月二六日法律第八四号） 抄
（施行期日）
第一条 この法律は，平成十二年六月一日から施行する。














































































































































































































































































































































５ 附則別表の上欄に掲げる法人の平成二十一年四月一日 独立行政法人メディア教育開発センター 以（ （
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役 員 所 長 杉戸 清樹 主任研究員 熊谷 智子
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管 理 部 部 長 山本 昌博 グループ 主任研究員 斎藤 達哉
総 務 課 課 長 山田 重美 〃 三井はるみ
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